＜記載例＞中小企業経営革新計画事前相談書　
      　                            申請者名：火の国工業株式会社

担当者　：開発部長　○○    　連絡先：096-△△△－△△△△
	１　現状について
  ・既存事業の状況や今後の見込み
  ・現在抱えている課題
（記載例）
  当社は昭和○○年の創業以来、○×工業の協力企業として半導体部品の製造に携わってきたが、中国をはじめとするアジア地域の安い製品に押され、毎年販売単価が下落するとともに、仕事量も大幅に減少した。
　また、発注企業の製造拠点が海外にシフトする傾向が強くなっており、現状のままでは製造が続けられない。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	２　新しい取り組みについて
  ・個々の中小企業者にとって「新たなもの」であれば、既に他社において採用されている技術や方式を活用する場合についても原則承認の対象となります。
    新たな取り組みとは経営を相当程度向上させるもので、以下のものです。
　　①新商品の開発又は生産
      新しい商品を開発又は生産することにより経営を改善する。
    （例）新しい素材を利用した電磁波シールドの開発
　　②新役務の開発又は提供
      新たなサービスの開発
　　（例）広い会場を必要とするオークションをインターネットオークションシステムを開発することにより経費を節減する。
    ③商品の新たな生産又は販売の方法の導入
　　　サービスを提供する方法を改善する。
     （例）多品種小ロットの婦人服注文の増加に対応するため、ＣＡＤ／ＣＡＭと自動裁断システムを導入する。
    ④役務の新たな提供の方法の導入その他新たな事業活動
      サービスを提供する方法を改善する。
      （例）異業種からなる製造業グループでネットワークを形成し、１社では受注困難な注文にも対応できるシステ

ムを構築する。    
　・対象とならない場合は、同業の中小企業に既に相当程度（ほとんどの企業で）普及している場合
  ・記載要領
   実施体制（現在の従業員で対応するか、新規雇用するか、他へ協力を依頼するか等）、何を売るか（商品・サービスの内容、特徴、従来品との違い等）、どのように売るか（販売方法、販売ルート）、誰に売るか（ターゲットとする市場等）について記載してください。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	３　期待する成果について
・付加価値額又は１人当たりの付加価値額が３年計画の場合９％以上、４年計画の場合１２％以上、５年計画の場合１５％以上の伸びが見込めることが必要です。また、さらに給与支給総額が３年計画の場合４．５％以上、４年計画の場合６％以上、５年計画の場合７．５％以上の伸びが見込まれることが必要となります。
　　　　※付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費
          １人当たりの付加価値額＝付加価値額／従業員数
・付加価値、給与支給総額の伸びが期待できる理由について記載してください。
（記載例）
  今回の新商品は汎用性に優れ、顧客ニーズも高いことから半導体メーカーを中心に年率１０％程度の売上増が見込まれる。
  また、製造原価は５％程度の増加に留められることから、付加価値額は年率５％の伸びが期待できる。
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	４　そのために何が必要か
    経営革新を遂行するために必要な設備金額等を記載してください。
　・設備投資（整備する施設・設備名）　　　・人材育成（研修する技術等）
  ・技術導入 （必要な技術等）　　　　　　 ・研究開発（開発する技術）
　・販路開拓（マーケット調査、展示会出展、営業活動等）
　・コンサルティング経費（必要な経営コンサル、技術コンサルの内容）
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	５　希望する支援制度について

   □保証・融資の優遇措置　　　　　　　□投資・補助金の支援措置
   □販路開拓の支援措置　　　　　　　　□その他の優遇措置
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	※　必要に応じて資料を添付すること
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	２　新しい取り組みについて
　  □新商品の開発又は生産 　　　　　　　　　  □新役務の開発又は提供
　　□商品の新たな生産又は販売の方法の導入     □役務の新たな提供の方法の導入
　　□技術に関する研究開発及びその成果の利用　□その他の新たな事業活動
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	３　期待する成果について
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	４　そのために何が必要か
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	５　希望する支援制度について

   □保証・融資の優遇措置　　　　　　　□投資・補助金の支援措置
   □販路開拓の支援措置　　　　　　　　□その他の優遇措置
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	※　必要に応じて資料を添付すること
	


